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名称
令和３年度

応募・申請数（件）
※一部暫定値

令和３年度
実績（件）
※一部暫定値

令和３年度
執行額（億円）
※一部暫定値

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金） 18,854 10,185 754.1

小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金） 79,419 44,757 331.1

サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金） 52,026 30,825 448.6

中小企業等事業再構築促進事業 83,011 35,183 21.5

業務改善助成金 5,047 3,859 28.9

働き方改革推進支援助成金 7,652 6,614 57.2

キャリアアップ助成金 77,341 76,992 612.5

人材開発支援助成金
※ 特定訓練コース、一般訓練コース、教育訓練休暇付与コース、特別育成訓練
コース

33,127 31,136 191.0

人材確保等支援助成金
※ 人事評価改善等助成コース、設備改善等支援コース、テレワークコース

844 2,409 12.2

※テレワークコースは、令和３年４月～令和４年２月時点

中小企業の生産性向上等に係る支援策における主な補助金・助成金の実績

安定、雇均

基準＞労、雇均

基準＞賃

第１回目安に関する
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に一部追記
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業務改善助成金の執行状況

※ 事業費を除いた業務改善助成金のみの予算を記載。 （ ）内の数値は、事業費を含めた金額。
※ 四捨五入の関係から、数値が一致しない場合がある。

当初予算額

①

前年度からの
繰越額

②

補正予算額

③

次年度への
繰越額

④

予算現額

⑤＝①＋②＋
③－④

執行額

⑥

執行率
（％）

⑥／⑤

令和３年度
9.4

（11.9）
13.7

(13.7)
129.8
（135.1）

120.7
（125.7）

32.2
（35.0）

28.9 89.8

令和２年度
7.8

（10.9）
12.9
（12.9）

13.8
(13.8)

13.7
（13.7）

20.8
(23.8)

6.6 31.8

（単位：億円）
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業務改善助成金の都道府県別実績

（件）

令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度

北 海 道 18 120 滋 賀 14 95 

青 森 11 37 京 都 16 60 

岩 手 11 68 大 阪 21 238 

宮 城 10 45 兵 庫 22 108 

秋 田 5 37 奈 良 8 49 

山 形 16 65 和 歌 山 5 59 

福 島 9 53 鳥 取 10 52 

茨 城 11 90 島 根 13 35 

栃 木 10 46 岡 山 26 93 

群 馬 7 56 広 島 20 137 

埼 玉 15 75 山 口 7 72 

千 葉 17 115 徳 島 2 54 

東 京 30 219 香 川 7 72 

神 奈 川 27 171 愛 媛 9 65 

新 潟 6 55 高 知 10 14 

富 山 3 61 福 岡 36 195 

石 川 18 54 佐 賀 17 38 

福 井 6 80 長 崎 11 44 

山 梨 4 17 熊 本 22 93 

長 野 10 102 大 分 9 125 

岐 阜 4 55 宮 崎 16 43 

静 岡 17 164 鹿 児 島 9 25 

愛 知 32 197 沖 縄 8 53 

三 重 11 58 全 国 計 626 3,859 
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（資料出所）中小企業庁「2022年版中小企業白書・小規模企業白書概要」（令和４年４月）

倒産件数及び新型コロナウイルス関連破たん件数の推移
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原因別倒産状況の推移
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平成27年 8,812 376 397 553 1,136 49 5,959 54 8 61 219 

令和28年 8,446 423 448 398 1,082 39 5,759 29 5 70 193 

令和29年 8,405 422 390 447 1,044 43 5,813 31 4 49 162 

令和30年 8,235 409 342 374 967 56 5,799 27 8 71 182 

令和元年 8,383 434 337 370 844 37 6,079 38 8 56 180 

令和２年 7,773 390 205 361 771 34 5,729 26 2 47 208 

令和３年 6,030 284 101 299 674 25 4,403 18 3 34 189 

○ 原因別の倒産状況を見ると、「販売不振」が最も多くなっている。

（資料出所）中小企業庁ホームページ「倒産の状況」（https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/tousan/index.htm 令和４年６月30日取得）
（注）1．中小企業庁において、株式会社東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」の調査結果を、負債総額、資本金別、業種別、原因別で倒産状況を取りまとめているもの。

２.倒産とは、企業が債務の支払不能に陥ったり、経済活動を続けることが困難になった状態となること。また、私的整理（取引停止処分、内整理）も倒産に含まれる。
３.負債総額1,000万円以上の倒産が対象。 5



要因別でみた人手不足関連倒産の推移

○ 人手不足関連倒産が倒産件数全体に占める割合は2020年時点で5.97％となっており、要因別にみると、
「求人難型」「従業員退職型」「人件費高騰型」に比べ、「後継者難型」の倒産の割合が多くなっている。

（資料出所）厚生労働省「令和３年版 労働経済の分析」 6



2022年版 中小企業白書（抜粋）
第１部 令和３年度（2021年度）の中小企業の動向

第1-1-79図は、休廃業・解散件数と我が国企業の経営者平均年数の推移について見たものである。2021年の休廃業・解散件数
は、４万4377件であり、2020年、2018年に次ぐ高水準である。また、経営者の平均年齢は上昇傾向にあり、休廃業・解散件数
増加の背景には経営者の高齢化が一因にあると考えられ、引き続き、こうした状況への対応は喫緊の課題である。

第1-1-80図は、休廃業・解散企業の代表者年齢について見たものである。2021年は、70代の割合が最も高く、42.7％となってい
る。また、70代以上が全体に占める割合は年々高まっており、2021年は６割超となっている。

休廃業・解散件数と休廃業・解散企業の代表者年齢

＜第1-1-79図＞ ＜第1-1-80図＞

（資料出所）中小企業庁 「2022年版中小企業白書」 ※本文の下線は厚生労働省労働基準局にて追記 7


